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　　　　関する一 考察

伊澤　允智
’1 ・

山形　麻弓
’2 ・関 　博

’3

要旨 ：世界的に 温 暖化ガ ス 削減 の 動きが 強ま っ て お り，コ ス トの 観 点 に加 え環境影響 も考慮

し た 上 で 構造物 の 設計や維 持管理計画 を決定す る必要 があ る。 本研究で は 温暖化ガ ス の 中で

CO2 に着 目し，　 RC 構造物 の ライ フ サイ ク ル に お け る総 CO2 排出量 （以下 ，
　 LCCO2 ） と コ ス

ト （以下，LCC ）の双方 を総合的に評価する手 法に関 して検討 した。さ らに，　 RC 桟橋 に 対

して か ぶ りと呼び強度 を要因と し た計算を実施 し，こ れ らの 最適値に関 して考察を加 えた。

キー
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1．は じめに

　 建設投資 の 動 向 と社会基盤 施設 にお け る維 持

管 理 の 重 要性 を考え る と，社会基盤施設 の合理

的 な コ ス ト管理 が今 日的課題 と考え られ，初期

建設費の み に着 目する の ではなく ， LCC で構造

物の 経済性 を評価す る必 要 が ある 。

　
一

方，2005 年 2 月 の 京都議定書の 発 効 に よ っ

て世界的に温暖化 ガ ス 削減の 動きが強ま っ て お

り ，
コ ス トの 観点 に加 え環境影響も考慮 した 上

で 構造物の 設計や維持管理 を実施する べ き と考

え られ る 。

　本研究で は温暖化 ガ ス の 中 で 比較的数値 の 整

っ て い る CO2 に着 目 し，　RC 構 造物 の ライ フ サ イ

クル にお け る総 cq 排出量（以下，　Lccq ）と コ ス

ト（以下 ， LCC ）の 双方 を総合的に評価する手法に

関 して 検討 し た 。さらに，RC 桟橋の 上部 工 を対

象 と し て 鉄筋の か ぷ り と コ ン ク リ
ー

トの 呼 び強

度 を要因 として選び ， Lccq お よび LCC の 計算

を実施 し ， こ れ らの 最適 値 に関 して 考察 を加 え

た 。

2，LCC および LCCO2 の算定式

　RC 構造物 の ライ フ サ イ ク ル に お け る 各 段 階

の 値を統合する こ とに よ り，次式に よっ て LCC ，

LCCO2 を算定 し た。なお ，本文 で は劣化後 の あ

る 時点 で 建替を行 うこ とと し た。

　　　LCCO 　2
； CO2

、
＋ CO2

即
x η ＋ CO2

 
（1）

こ こ に，CO2i： 初 期 CO2 排 出 量，　 COinp ：建 替

　　　　CO2 排出量 ，
　COhi ：撤去 CQ2 排 出量，　n ：

　　　　建 替回数

Lcc … c
，

・ c・rp〔劉 ・ c
・d〔讐γ…

こ こ に，Ci： 初期 コ ス ト，　C
ゆ

： 建替 コ ス ト，　C ，d：

　　　 撤去 コ ス ト， i ：資本の利率 ，
　 h ：物価上

　　　 昇率 ， q ：建 替年数 ，
　 qd：撤去年数

3．　LCC お よび LCCO2 の 統合化手法

　 コ ス トと環境影響 を総合的に評価す る手法 と

し て，環境効率指標を用 い る方法 ，国 土交通省

の 「総 合評価落札方式 」の考 えを応用 し た方法，

環境税に よ り環境影響を コ ス ト化す る方法な ど

が考え られ る。

3．1 環境効率指標を考慮 した方法

　持続可能な社会を実現す るため に資源 ・エ ネ

ル ギ
ー

の 使 用 を効率化する と ともに ， 経済活動

の 単位 あた りの 環境負荷を低減 させ る必要 が あ

り，そ の 指標 と な る の が 環境効率 で あ る 。 環境

効率は次式で 表 され る 。
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　　　環境効率 ＝ 付加価値／環境負荷　　　（3）

　建 設企 業 で は，付加 価値 として総売 上量や施

工 高を採用 し て い る
り
。本研 究 にお い て は付加価

値 を LCC 算定値で ，環境負荷を LCCO2 算定値で

置き換え て 考 え る こ とに した。

3．2 総合評価落札方式を考慮 した 方法

　建設分 野 に お い て コ ス ト概念 とそれ 以外 の 性

能 を考慮 で き る 評 価形 式と して は，総合評価落

札方式 が あ る 。基 本的 な評価方 法は ，技術提 案

と して入 札者か ら提示 された性能等の 「価格以

外 の 要素 」 を得 点と して評価 し，性能等の 向上

に応 じ た必 要 コ ス トを考慮 し
， 得点 と コ ス トの

比 （以下 ， 評 価値）を用 い て提案 の 優劣を評価

す るも の で あ り，式（4）で示 され る
1）。

　　　評価値 ； 得点／ コ ス ト　　　　　　 （4）

　LCC と LCCO2 が小 さい ほ ど評価は高 い との 考

えか ら，本研 究では得点が LCC と LCCO2 の 逆数

で 評価で き る と仮 定 し， 式（5）で 評価値を算定す

る こ と と した 。

　　　・締
一

LC 。 、CC輛 。 ス ， …

3．3 環境税を考慮 した方法

　環境省 か ら出 され て い る環境税 と し て 2400円

1炭素 トン が提案 されて い る
2）
。今回，こ の値 を

用 い て環境税に よ り二 酸化炭素排出量を コ ス ト

化す る こ とを試み ， LCC と LCCO2 の 統合化 は次

式で表 されるもの と した 。

合成COSC ＝LCCC 円）＋ LCCO2 （t−CO ，）x655 （円船 CO2 ）

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　 （6）

4RC 桟橋におけるケース ス タデ ィ

4rt 対象構造物

　千葉県 の某港における RC 桟橋上部工 を対象

構 造物 とした 。 概略 図を図
一1 に示す 。

　桟 橋の ラ イ フ サイ ク ル は式（2）に示 した よ うに

構成材料 の 製造を含めた施工 段 階，建 替を行 う

供用段 階，供用期 間終了 後の 撤去 （解体 ， 廃棄）

段階を考えた。なお ，桟橋劣化予測 に よ り建替

の 時期を設 定す る こ とと した。

　 また，LCC 算定で は現価係 数が大 き く影 響す

ると考 え られ るが ， 本研究で は統合化手法 の検

討 を主 な 目的 に したた め，今 回は i霈3％，h−− 1％ と

して計算を実施 した 。
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図
一 1　 対象構造 物の 概 略図

42 劣化予 測パ ラ メー
タ と コ ン ク リ

ー ト要 因

　表
一1の パ ラメ

ー
タを基 に ， かぶ りと呼び強度

に対 して建替年数を算定 した 。 また ，各呼び強

度に お ける配合表を表一2 に 示す 。 なお，劣化モ

デル は伊庭 らの 研究
3）に よ り内部鉄筋の 腐食進

行 で表 され る も の と した 。

表
一1　劣化予測パ ラ メー

タ
3♪・4♪

値
設計 か ぶ り 7〜12［cm コ

呼 び強度 212427303336N ／mm

表 面塩化物イオン 量 13．O　 　 m

隈 界 塩化 　イオ ン量 1．2　 ／m

鉄 　径 13［mm

拡散係数Dp bgDo＝−3，0〔W／C ＋54（W／C）−2．2
　 　 　　 　 棚 ／C ：水セメン ト比

平 0，35［。 m ］
かぶ りの

施工 誤差
標準 偏差 0．52［6m ］

分布形 状 対敬 正規

平 均値 1．2m ／cm2 ／ earひ び割れ発
生 前 の腐 食

　 速度
標準 偏差

　 　 　 　 2
06m 　 cm 　 ear

分布形状 対数正規

平 均 値 12．4m ん m2 ／ 。 arひ び割れ 発

生後 の腐 食

　 速度
標準 偏差 62m ／cm2 ／ ear

分 布形 状 対数 正規

替 条件 鉄筋 断 面 積 10％ 減少

表一2　 コ ン ク リ
ー ト配合

呼び強度

（N〆 
2
｝

セメント

｛k 旧
3
｝

単位水量

縣 m  

細骨材

〔 m う

粗骨翻

〔硝

AE減水

ll／m う

佰格

〔円／m3 ）

　 C傷
〔℃Om コ

）

2128316586310123 ，％ 1a3DO1 潮

24286163842lo2142910650137 、3
2ア 獅 163 麗310214 、59110501 韜．4
303381657841   507ll400100 £

333591657651   5、38 書18001 フ0．5
3639116771510 妬 5．66123501850
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図
一2　建替年数の算定図

36

呼 び強度

CN／mm2 ）

　図
一2 に建替年数 の 算定図 を示す 。本 図 か ら ，

供用期 間 100 年 で 建替 えが 1 回必 要 とな る か ぶ

り 70  
〜90  ， 呼び強度 21Nノ 

2〜36N ノ 
2

を検討範囲とした。

4，3 イ ン ベ ン ト リ
ー分析

　初期建設段 階と解体 ・撤去段 階の フ ロ ー
は文

献 5 を参考 と して 図一3， 図一4 と考 え，またイ

ン ベ ン トリ
ー
結果を表

一3 に 示 し た ． こ こ で ，建

替段階は 解体 ・撤去 と建設 が行われ るもの と し，

両段 階を足 し合わせ る こ とによ り建替段 階の イ

ン ベ ン トリ
ー

結 果は得 られ るも の と した 。

図
一3　初期建設 段階 工 事 フ ロ ー 1）

図
一4　解体 ・撤去段 階工 事 フ ロー↑）

表一3　イ ン ベ ン ト り
一分析結果

工 程 村斜 ・使用 機械等
単位 童

CO 排出量
総CO2排出量

　〔CO2 → 嘱8）
コ ス ト

（円 ｝

輪 蔑材 斜
コ ン クリ

ート n 寧1   ｛｝o／t 叫 孛5 事6
7goo   弔 o 掣！  臓7679060494000

生 コ ン 襲遁 m3 寧1k ■
−CO

塞／t7 ．68
串7

運 7ジラ　 ト
ー晒　 4．4−4，5m3）   。m8 亭2 一CO ！km ・ma253

ン　　■ 一ト　ンブ　　　：∫一ム軍虻90〜110m3！
」

n 崢1 O　 m α33085

打殴 7 レ 　シブ 40m3 ／h h 帽  
一co2！ho ．四〇 串8

一絵 婆生 h310k8 −CO2 ／h0 o
総 工

支 保工
クローラーケレーン35吐 K軽 油量》 239k8 −co ／12 ．82675

沼 接機 手動300A ば軽油 量》 142k ‘
−CO ／12 ．824011430000

足 場組 クローラ
ークレーン35t K軽 油 量》 8．19k8 −oo2 ／12 ．8223 ．155400

型 粋 工 クローラークレーン35t K軽 油藍） 娼 5k8 −CO ／1 韋．821230340DOOO
鉄 筋遺搬

加 工 組 立

ディ
ーゼル 10tトラッ ク ｛距 離 ：20km ） km・t158krCO ／km ・t0 ．122 量9．3

ク ローラークレーン35t 1（軽油 量） 553krCOz 〆12 ．82156550000
RC 地上 か ら解体 k −CO ／m15 ．6

桟 橋解 体 溶 擾機 （鉄筋 切 断） m3 零 1krCO ／m0 ．700

解体
コ ン クリート集 積 一co ／m7 ．go 掌5 廓9

コ ン クリートガラ運 搬 ディ
ーゼ ル 10tトラッ ク（距 離 ；20km ）   ・t 拿2k 茜

一CO2 ／km ・tO ，122
コ ン クリ

ートガラ処 理 安定 処瓊 t 事1  
一CO ／t1 ．64

飯 筋運搬 ディ
ーゼ ル 10tトラッ ク （距 離 ；20km ） km・t158krCO2 〆km ・tO ．盤2219 ，3 寧10

申 1　 次式 で求 まるもの とする

　　　　 コ ンクリ
ート使 用量（mS ）＝2St．82−522．45dx＋126．sedx’−8．1fidxo

　 　 　 　 　 　 こ こ で dxはか ぶり120mm を基 準としたときの変 化ICm）

　 　 またコン ク
1
丿
一

トの 比重 は23 とした
82 　 ゆ 1の 使 用 量 x2e

帽 　 司 の 使用量÷40
網 　 使 用する辱び 強度に 依＃し、表一2の 値 を用 いる

申5
牟6
零7
宰8

ホ9
象 10

致tx 原単 位

（コ ン クリート体積）翼 俵 一2の 価 棔）

構 成材料 「コン クリート」の コ ストに 含まれ る

（コン クリ
ート体積）x2500 〔円／m3 ）

〔コ ン ク1丿
一

卜体 積 ｝X13000 （円ノm
：
）十（コ ン クリート重曁 ｝Xt500 （円 ／t）

t 慮せ ず
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十 かぶり70rnrn＋ かぶり75mm
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かぶり80mm ＋ 呼び強度21 ＋ 呼び強度24　　　 呼び強度2フ

　、t　 呼 び強 度30 十 呼び強度33 − ●一呼 び強度36
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耳
01301

）1258J120
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図
一5 呼ぴ強度の 変化 に よ る LCC 図一6　か ぶりの 変化に よ る LCC

十 呷 び強度21 十 呼 び強度24　　　 呼び強度27
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−
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135

セ 13。

51258

．」 120

　 115

か ぶ り80mm

8800 9000　 　　　 9200　 　　 　 940◎
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図
一7　初期建設費 と LCCの 関係
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変
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4
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図 一10　初期 建設費 とLCCO2 の関係

@4，4LCC

よび
LCCO2

の算定 結果 　（ 1 ） LCC

@ 図一 5 に呼 び
強度 の強度 値の 変化 に よる LCC

算定値，また 図一 6 にかぶ り の 変 化 によ る LC

算定値を示す 。これらによると
，

本研 究 のよ

に供 用 期 間中 の 維 持 管 理 条 件 を同 一にす ると

か ぶりや 呼 ぴ強度が 共 に
大 き い ほ うがLC

ﾍ 小 さい 値とな る こ と がわかる。 これは，

替費が

ｻ 在価値換算されてい るのが 大 きな理由 と考 え

轤 黷驕 B 　ま た，初 期 建設 費とLCC の 関 係

示
した図 一 7 によ り ，LCC の観点か らは

品質な コ ンク リ ー トを 用いかぶ り を大

く
設定した

構

物 を建 設 す る こ と が 良 い と いうこと が わ か った。 一
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　（2）LCCO2

　 図
一8 に 呼 び 強 度 の 強 度値 の 変化 に よ る

LCCO2 算定値，ま た図
一9 にかぶ りの 変化によ

る LCCO2 算定値 を示す。これ に よる と，本研究

の よ うに供用期間中の 維持管理条件を同
一

にす

ると ， かぶ りお よび 呼び強度が 共に小 さい ほ う

が LCCO2 は小 さい 値 とな る こ とがわ か る 。

　ま た
， 本 研 究 の 前提 条件で は 初期建 設 費 と

LCC （h の 関係 を示 した図一 10 より ， 性能 を抑 え

た構造 物 を初期 に建設 す る こ とが LCCQ2 の 観

点か らは良い こ ととな り，LCC とは 逆の 傾向が

見 られ た 。

　 （3）LCC お よび LCCO2 の年率 に よる評価

　あ る構 造物 を対 象に LCC ，　 LCCO2 を算定す る

とき，
一

般的な手法 と して はそ の構造物の 使用

年数，つ ま りライフ ス パ ン を仮定す る こ とが 前

提 とな っ て い る。 しか し，今回 の よ うに構造物

の 品質を変化 させ る こ とに よ り経済性や 環境影

響を評 価す る場合 には ， ライ フ ス パ ン を
一

定 に

定め て しま うとそ の 品質の 良否が評 価に 十分組

み込 まれ な い 可能性が ある。

　 こ の た め に ， 各か ぶ りと呼び 強度の 組合せ ご

とに年率の コ ス トおよび CO2 排出量を算定 し，

再評価す る こ とを試み た 。年 率の コ ス トお よ び

CO2 排出量 は式（7），式（8）で算定 し，それぞれ の

結果 を図
一11，図

一12に示 した 。
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　 こ れ ら に よ る と，か ぶ り や呼 び 強度が 大 き い

ほ うが年率 コ ス トや CO2 排出量は 共に 小 さい 値

とな り，初期段階に 高品質なも の を作 り上げた

ほ うが 良い との 結果にな っ た 。

　これ は LCC （h の 結果 と は 異 なるも の と な り，

評価項 目や前提条件 の違 い に よ っ て 大きく結果

が 異な る も の で ある こ とが わか っ た。ど の よ う

な評 価方法が適切 な の かを 個 々 の 場 合にお い て

十分に 考えなければ い けない こ とがわ か っ た。
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図一12　年率 CO2排出t の 算定図

4．5 統合化手法における評価

　本研究に お ける LCC や LCCO2 の算定結果を比

較す る と，ライフ ス パ ン で考えた ときには ，最

適な か ぶ り と 呼 び 強度 の 組 合せ は相 反す るも の

とな り，総合的に判 断 しな けれ ばな らな い こ と

がわ か っ た 。

　以下に各統 合化手法に よ る結果を示す。

　 （1）瑕境効率指標を考慮 した方法

　図
一13に算定結果 を示す 。
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　本図に よ ると，かぶ りお よび呼 び 強度 ともに

小 さ い ほ うが環 境効 率は 大 き なも の とな り，

LCCO2 算定結果 と同様にな っ た 。
っ ま り今回 の

条件では ， 環 境効率指標 を用い る こ とに より環

境影響重視の統合結果が得 られ る こ とにな る。

　 （2）総合評価落札方式を考慮 した方法

　図
一14 に算定結果 を示す。

　得 られた結果 に よ る と，本研 究 の 前提条件で

は か ぶ りが 大 きく呼 ぴ強度 が小 さ い ほ うが よ り

評価の 高い もの とな っ た 。 これは，LCC 算定結

果や LCCO2 算定結果 とも異なるも の で あり，統

合化に よ る新た な結果 と考 え られ る 。
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図
一14　総合評価落札方式 を考慮 し た算定 図

　 （3＞環境税を考慮 した方法

　図
一15 に算定結果 を示す。

　得 られ た結果 で は呼び強 度，かぶ りが 共 に大

きい ほ どコ ス トは低い もの とな り， LCC と同様

の結果が得 られた。つ ま り環境税 に よ る 統合化

で は ， 経 済性 に 重点を お く結果 が得 られ る こ と

がわ か っ た。

5．ま とめ

　社会基盤 の あ り方 を考 え る と初期 コ ス トの み

か ら判 断す るの は適切 で なく，多 くの 観点に よ

る判断が必 要で ある。 しか し本研究か ら ， 評価

手 法や統合化 手法 を変化 させ る こ とに よ り評価

結果が異なる可能性がわ か っ た 。 す なわ ち ，
LCC

と LCCO2 を統 合的 に 評 価す る 手法 は い くっ か あ

るが，それぞれで 結果は 相違 し て い た e こ れは

安易 に構 造物 の 経済性や 環 境影響を評価で きな

い こ とを示 して い る。

　本研 究 の 実施 に 当 た っ て は ，（株）東洋 建設 に ご

協力頂 い た 。記 し て 感謝の 意を表す る次第で あ

る。
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